


◇ 平成29年3月「長野市公共施設等総合管理計画」を策定
長寿命化基本方針 （事後保全から計画的予防保全への転換）、公共施設再配置計画（第一次）を示し、「市民合意形成」「民
間活力の導入」等に取り組みながら、公共施設マネジメントの推進を図る

◇ 平成32年度（2020年度）までに「個別施設計画」を策定
公共施設等総合管理計画に基づき、施設分野別（小学校・市営住宅等）の、具体の対応方針を定める計画として、点検・診断
によって得られた個別施設の状態や、維持管理・更新等に係る対策の優先順位の考え方、対策の内容や実施時期を定める

長野市公共施設等総合管理計画
（H29.3策定）

長野市公共施設白書（H25.10）
公共施設の現状と課題

長野市公共施設マネジメント指針（H27.7）
マネジメントの基本的な考え方、取組の方向性

長野市公共施設
長寿命化

基本方針（H29.3）
建築物及びインフラ施設の
長寿命化の基本的な考え方、

取組の方向性

長野市公共施設
第一次再配置計画（H29.3）
公共施設の今後10年間における
適正配置に向けた取組の方向性

公共建築物
保全マニュアル

インフラ施設の
長寿命化

（個別施設）計画
（各分野・各施設
ごと策定）個別施設計画

（各施設・
各施設群
で策定） 建築物

中長期保全計画
（各施設ごと策定）モデル地区

モデル施設群
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施設総量縮減目標
（延床面積20％減）
オリンピック施設除く

建物改修更新費用推計
5,858億円（40年間）
現状予算の1.8倍

計画期間 ：2017（H29）年度～2026（H38）年度

B
施
設

地区別ワークショップ
における意見等
（参考）

更新公共施設の現状
（H30.6)

今後、毎年度公表予定

総務省から策定要請
（H26.4)

etc…

etc…
etc…

１ 総合管理計画と個別施設計画 2



学校、市営住宅など所管省庁から策定を求められている施設群においては、その指示によって策
定する。省庁から指示のない施設群においても、基本的にすべて策定する。策定時期は平成32年度
までのできるだけ早い時期とする。

２ 個別施設計画の位置づけ 3



①対象施設

行動計画において策定することとした施設を対象とする。

個別施設のメンテナンスサイクルを計画的に実行する上で最も効率的・効果的な計画策定の単位（事業ごとの
分類（道路・下水道等））や構造物の分類（橋りょう・トンネル・管路等）を設定し、その単位毎に計画を策定する。

②計画期間

定期点検サイクル等を考慮して計画期間を設定し、点検結果や経年劣化等を踏まえて適宜計画を更新する。

インフラ長寿命化基本計画に示す取組を通じ、計画期間の長期化を図り、中長期的な維持管理・更新等に係る
コストの見通し精度向上を図る。

③対策の優先順位の考え方

個別施設の状態（劣化・損傷の状況や要因等）の他、当該施設の役割、機能、利用状況、重要性など、対策を
実施する際に考慮すべき事項を設定し、優先順位の考え方を明確にする。

④個別施設の状態等

点検・診断によって得られた個別施設の状態について施設ごとに整理する。点検・診断を未実施の施設につい
ては、点検実施時期を明記する。また、③で明らかにした事項のうち必要な情報を整理する。

⑤対策内容と実施時期

③、④をふまえ、次回の点検・診断や修繕・更新、さらには更新時を捉えた「機能移転・用途変更、複合化・多機
能化、廃止・撤去、耐震化等」の必要な対策について、講ずる措置の内容や実施時期を施設毎に整理する。

⑥対策費用

計画期間内に要する対策費用の概算を整理する。

３ 個別施設計画の記載事項 （インフラ長寿命化基本計画より抜粋） 4



5４-1 本市個別施設計画（建築物）策定方針の概要（1）

①対象施設

◆策定年度から１０年間
◆１～５年目を前期、６年目以降を後期
◆５年を目安に、改訂を行う ※進捗管理は毎年度

②計画期間

③対策の優先
順位の考え方
（個別施設の現
状と課題）

◆中分類ごとに策定する
例）

※複数の所属にまたがる場合も一本化する
※起債のため、前倒しで策定するものは細分化する
例）高齢者福祉施設（中分類） → 老人憩の家 など

◆すべての公共施設（建築物）を対象とする
※面積が小さいなど、将来負担の見込みが少ない場合、
計算に含めないなど異なる取り扱いも可能とする

◆インフラは別途国の方針により策定（本方針の対象外）

◆施設の設置目的、役割、課題
◆老朽化の状況、利用状況、コスト
◆施設の重要性、地域特性
◆ワークショップ等の意見・提案 など

大分類 中分類（策定単位）

学校教育施設 小学校、中学校 など

生涯学習・文化施設 公民館、集会所 など



6４-2 本市個別施設計画（建築物）策定方針の概要（2）

位の考え方
（考慮すべき事
項、考え方）

◆グラフ等によりできる限り「見える化」
◆重要性や地域特性（中山間地域や市街地の特性など）

【経済・財政再生アクション・プログラム2016より抜粋】
固定資産台帳の整備に合わせて、有形固定資産減価償却率や一人当たりの
維持管理に要する経費等について、経年比較や類似団体比較を実施した上
で、グラフを用いて図示するとともに、各団体の分析コメントを付して公
表するなど、引き続き公共施設等に関する情報の「見える化」を徹底する。
また、各団体の総合管理計画の主たる記載項目の公表について、新たに計
画を策定する全ての団体分が横比較できるよう引き続き取り組むとともに、
策定済み団体分についても計画の改訂の状況を反映するなど更なる「見え
る化」の充実を図る。

◆施設毎の老朽化度や利用度、必要性、地域での役割等を
総合的に判断

◇庁内統一的な考え方を整理するため、フローチャートを
作成できないか検討
◆検討にあたっては、施設管理の経験を有する職員を集め
て内容を議論することも検討する



7４-3 本市個別施設計画（建築物）策定方針の概要（3）

④個別施設の
状態等

◆経過年数や点検・診断による施設の状態を把握、評価
※公共施設マネジメント推進課が３年サイクルで
建築基準法第12条点検を実施予定

◆利用者数や稼働率の推移や、今後の見込を分析、評価
◆劣化度・利用度を見える化（マトリクスなど）
◆重要性や地域特性などを施設毎に整理

⑤対策内容と
実施時期

◆個別施設の状態等により対策、方針を決定
・保全、長寿命化
・複合化、集約化
・転用
・廃止（譲渡、除却）
◆対策の実施時期を決定

⑥対策費用 ◆施設の規模、配置の考え方検討
◆今後、計画期間内の概算費用を整理
※当面維持の場合も、毎年の維持管理コストを計上する



8５-1 個別施設計画（建築物）策定スケジュール

平
成
30
年
度

平
成
31
～
32
年
度

ＳＴＥＰ１

準備段階 ◆対象施設の精査、システムへの入力等

◆施設の優先順位の考え方の整理ＳＴＥＰ２

ＳＴＥＰ３

ＳＴＥＰ４

◆施設の現状と課題の整理

◆施設の状態等の整理

◆対策内容と実施時期の検討

ＳＴＥＰ５

ＳＴＥＰ６

ＳＴＥＰ７

◆対策費用の概算の整理

◆個別施設計画の策定

◆個別施設計画（案）の策定

個別施設計画の公表

以
降

フォローアップ ◇毎年の進捗管理
◇５年を目安に改訂
◇総合管理計画、中長期保全計画の見直し

できるだけ
早い時期

作業中
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※体育施設の④市民プール編については、平成31年１月にパブコメ実施済み

５-2 STEP１ 施設の現状と課題の整理① 「策定単位の整理」



10５-3 STEP１ 施設の現状と課題の整理② 「対象施設の整理」

※一部施設は分けて登録 例）市営住宅、もんぜんぷら座（普通財産、行政財産）など

◆長野市土地改良施設インフラ長寿命化計画
◆下水道ストックマネジメント計画
◆長野市公園施設長寿命化計画

現状の分析・評価等を行い、
対策を決定、費用試算する施設

簡易な記載とする施設
（リストアップ等）

インフラ系
別途計画

363施設 97施設919施設

インフラ系97施設は別途計画策定のため除く

1,282施設
小規模な施設は、将来負担の
費用の見込みが極めて少ない
ことから、200㎡以下は原則
として異なる取り扱いとする。

ただし、市民利用がある施設
等は、市民生活への影響があ
るため対象とする。
※児童館、支所、分団詰所など
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公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針（抜粋）
（２）全庁的な取組体制の構築及び情報管理・共有方策
公共施設等の管理については、現状、施設類型（道路、学校等）ごとに各部局において

管理され、必ずしも公共施設等の管理に関する情報が全庁的に共有されていないことに鑑
み、総合的かつ計画的に管理することができるよう、全庁的な取組体制について記載する
こと。なお、情報の洗い出しの段階から、公共施設等の情報を管理・集約するとともに、
個別施設計画の策定の進捗を管理し、総合管理計画の進捗状況の評価等を集約する部署を
定めるほか、部局横断的な施設の適正管理に係る取組を検討する場を設けるなど、全庁的
な体制を構築し取り組むことが望ましいこと。

施設情報 概要

コストの状況 人件費、管理費、修繕費、指定管理料、歳入など

利用の状況 利用者数、児童・生徒数、証明書等交付件数など

基本情報 設置根拠、設置目的、施設概要、土砂災害区域など

棟情報 棟ごとの情報確認（建築年月日、面積、構造など）

特記事項（現状と課題） 施設毎の現状と課題の整理

【施設情報の確認、修正】

５-4 STEP１ 施設の現状と課題の整理③ 「情報管理・共有」



12５-5 STEP１ 施設の現状と課題の整理④
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公共施設等総合管理計画
の改訂へ

（2021（平成33）年度）

個別施設計画○○編

個別施設計画△□編

個別施設計画◆◆編 反映反映

ユニバーサルデザイン等の追記

全体を把握 ⇒ 個別施設計画の策定の進捗を管理
総合管理計画に沿った内容（目標を見据える）

５-6 STEP１ 施設の現状と課題の整理⑤ 「情報管理・共有」



14５-7 STEP2 対策の優先順位の考え方の整理

個別施設の方向性や対策を決めるに当たり、総合管理計画の施設分類ごとの
方向性を踏まえるとともに、施設毎の利用度や老朽化度、必要性、地域での役
割等を総合的に判断し、対策の優先順位を決めることなどについて記載します。

など

客観的なデータによる評価 必要性（義務的、公益的等）

立地、エリア

地域事情、建設経過等 市民ワークショップの意見

総合的な判断
が必要

※総合管理計画：小中学校の例



15５-8 STEP3以降

ＳＴＥＰ3 施設の状態等の整理

ＳＴＥＰ4 対策内容と実施時期の検討

ＳＴＥＰ5 対策費用の概算の整理

点検・診断によって得られた個別施設の状態について、施設
毎に整理する。なお、点検・診断を未実施の施設については、
点検実施時期を明記する。 ※H30～32で12条点検実施

上記以外の事項について、必要な情報を整理する。

「STEP2 対策の優先順位の考え方」及び「STEP3 個
別施設の状態等」を踏まえ、機能転換・用途変更、複合化・集
約化、廃止・撤去、耐震化等の必要な対策や実施時期を施設毎
に整理する。

計画期間内に要する対策費用の概算を整理する。
また、単純更新した場合の（見直しを行わなかった場合の）
経費見込みと、対策を講じた場合の経費見込の差額を効果額と
して示す。

個別施設計画策定へ



６ 個別施設計画（建築物）の構成（案） 平成30年10月時点

１ 公共施設マネジメントの推進※
（１）計画の目的等 （２）本市の現状と課題

２ 対象施設一覧 [小規模施設は簡易記載]

３ 計画期間
４ 施設の現状と課題

（１）設置目的 （２）根拠法令等 （３）老朽化の状況 （４）利用状況
（５）維持管理コストの状況 （６）改修・更新費用推計 [中長期規保全計画より]
（７）これまでの施設配置や規模の基準等 （８）課題

５ 対策の優先順位の考え方※
（１）定量的な評価 ア.建物の状態（劣化度） イ.利用度 ウ.維持管理コストの状況
（２）定性的な評価 ア.サービスの必要性 イ.地域特性 ウ.地元要望等

６ 個別施設の状態、評価等
（１）施設の状態（定量的評価） ア.建物の状態（劣化度） [12条点検結果より]

イ.利用度 ウ.維持管理コストの状況
（２）その他検討すべき事項（定性的評価） ア.サービスの必要性 イ.地域特性

ウ.地元要望等

７ 個別施設の対策と実施時期
（１）適正規模・適正配置の考え方 （２）個別の施設の考え方 （３）小規模施設の方向性

８ 対策費用
（１）今後の対策に要する概算費用 （２）対策を実施した場合のコスト効果

９ マネジメントの更なる推進に向けて※

※１・５・９は、全編共通記載事項

16



17７-1 計画の記載内容・イメージ（1）

施設の現状
と課題

◆設置目的、根拠法令等
◆老朽化の状況、利用状況、コストの状況、今後の改修・
更新費用など、施設の情報を「見える化」します。

◆検討に当たっての考え方、考慮すべき内容を明記
・施設の状態、役割、老朽化度、利用度、コスト、重要性、
代替性、地域特性、ワークショップの意見 など

◆分析、評価の基準等

例）市民プール利用者数

例）小学校の改修・更新費用

優先順位の
考え方

例）劣化度の評価基準

0
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60,000

H7 H8 H9 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H25 H26 H27 H28 H29

青垣公園市民プール

城山市民プール

芹田市民プール

安茂里市民プール

北部市民プール

茶臼山市民プール

犀南市民プール

信州新町市民プール

鬼無里市民プール



７-2 計画の記載内容・イメージ（2）

個別施設の
状態等

◆優先順位の考え方で示した項目について整理、分析、評価
を行う。

例）老朽化度の評価

例）利用度の評価

市街地や中山間地域の特性
など地域特性等については、
数値化できないため、それぞ
れの内容を施設毎に記載する。

◆定量的な評価（見える化）

18



７-3 計画の記載内容・イメージ（3）

◆個別の施設の方向性

【他市の事例】
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20７-4 計画の記載内容・イメージ（4）

対策費用

◆対策後の概算費用を推計

既存施設を耐用年数経過
時に単純更新した場合の
（自然体の）経費見込み

◆対策の効果額を示す

複合化、集約化などの対
策を実施した場合の経費見
込み

※「４ 施設の現状と課題」

総合管理計画にも反映



８-1 インフラ個別施設計画策定状況①

• 道路橋りょう（市道）

21

対象施設 計画名称 計画期間（策定時期） 担当課

舗装

（幹線道路及び重要
路線227路線）

舗装長寿命化修繕計画 第一期
H27～30年度（H27年3月）

維持課

横断歩道橋
（11橋）

公共施設等総合管理計画
（横断歩道橋修繕事業）

H26～30年度（H26年8月） 維持課

トンネル
（3カ所）

公共施設等総合管理計画
（トンネル修繕事業）

第二期工事
H31～35年度（H31年3月）

維持課

大型カルバート
（8カ所）
シェッド（5カ所）

公共施設等総合管理計画
（大型ｶﾙﾊﾞｰﾄ・ｼｪｯﾄﾞ修繕事業）

H31～35年度
（大型ｶﾙﾊﾞｰﾄH30年9月
ｼｪｯﾄﾞH31年9月）

維持課

門型標識
（14カ所）

公共施設等総合管理計画
（門型標識修繕事業）

H26～30年度（H26年8月） 維持課

橋りょう
（橋長2m以上：
1738カ所）

長野市橋りょう長寿命化修繕計画 第一期
H26～30年度（H25年3月）

維持課
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• 上下水道
対象施設 計画名称 計画期間（策定時期） 担当課

水道管（2454㎞）
水源（57カ所）
浄水場（19カ所）
配水池（256カ所）
ポンプ場（126カ所）

長野市水道施設整備計画

（長野地区、その他の地区、旧簡水
道5地区）

H29～78年
（長野地区：H29年3月
その他地区：H31月3月
旧簡水：H32年3月策定予定）

水道整備課

下水道管渠
中央処理分区（17㎞）
末広・西部処理分区
（50㎞）

下水道ストックマネジメント計画 中央：H30～32年度（H30年1月）
末広・西部：H33～44年度（H30年1
月）

下水道整備課

終末処理場等（5カ所）
マンホールポンプ場
（公共120、特環41カ所）

下水道ストックマネジメント計画 第一期H30～34年度（H30年1月） 下水道施設課

東部終末処理場 長野市東部終末処理場長寿命化計
画

第一期H24～29年度（H24年6月）
第二期H26～30年度（H26年3月）

下水道施設課

安茂里ポンプ場

戸隠高原浄化セン
ター

長野市安茂里ポンプ場・戸隠高原
浄化センター長寿命化計画

第一期H27～31年度（H27年3月） 下水道施設課
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• 河川、土地改良施設（農道）、公園
対象施設 計画名称 計画期間（策定時期） 担当課

雨水ポンプ場（13カ
所）
排水機場（18カ所）

下水道ストックマネジメント計画 H32～38年度（H32年10月策定予
定）

河川課

水路（受益20ha以上：
284.8㎞）
頭首工（受益20ha以上：
17カ所）
ため池（187カ所）
排水機場（24カ所）
農道（全幅4m以上：
10.2㎞）
橋りょう（橋長15m以上・全
幅1.8m以上：12カ所）
農集排処理施設
（22カ所）

長野市土地改良施設インフラ長寿
命化計画（行動計画）
（当計画に基づき、平成32年度末ま
でに個別施設計画を策定予定）

H29～32年度（H29年3月） 森林農地整備課

都市公園（189カ所）

園路広場、修景施設、
休養施設、遊戯施設、
運動施設、教養施設、
便益施設、管理施設、
災害応急施設

長野市公園施設長寿命化計画 H26～36年度（H27年3月） 公園緑地課


